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研究要旨 

 運動型健康増進施設の利用者を対象に質問紙を使用して施設利用実態調査を行った。本調査は、運動型健

康増進施設を対象に実施した実態調査と同様に、健康増進施設認定制度の周知や、医療費控除制度の改善が

課題であることが明らかになった。また、運動型健康増進施設で実施する運動プログラムは利用者の実態や

希望に対応して、筋力トレーニングやリラクゼーション、あるいは仲間づくりといった視点を持って新たな

運動プログラムを開発することが望ましいと考えられた。 

 

 

   

Ａ．研究目的 

 

 厚生労働省は昭和 63 年に健康増進施設の大臣

認定を創設した。健康増進施設は大臣認定施設と

して、健康寿命の延伸に寄与する活動を施設に入

会している会員やまわりのフィットネスクラブに

展開することが期待されるが、健康増進施設が会

員に対してどのような運動プログラムを提供して

いるかや、まわりのフィットネスクラブにどのよ

うな影響を与えているかについて明らかになって

いない。そこで研究班は運動型健康増進施設に対

して質問紙調査を実施し、多くの施設に共通した

課題や希望があることをあきらかにした。そこで

本研究は運動型健康増進施設の利用者を対象に、

施設の利用実態に加え、運動型健康増進施設を利

用したことによる効果や良かったこと、さらには、

運動型健康増進施設に対してどのような課題や希

望を持っているかについて調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．調査対象施設および調査対象者 

 運動型健康増進施設の認定を受けている 340施

設を調査の対象とし、調査を依頼する施設をラン

ダムに 37 施設抽出してリストを作成した。その

後、リストの上位から順に本調査への協力をメー

ルで依頼した。各施設には約 10 人の会員に対し

て質問紙調査を匿名で実施していただくようお願

いした。そして、調査実施者が 100 人を超えるま

でリスト順に依頼を続けた。そして、調査への協

力を了承した１１の施設に対して質問紙を郵送し

た。 

 

2．調査の方法 

 2019 年 1 月に、A4 用紙両面 5 枚の「健康増進

施設の利用者アンケート調査」を調査協力施設に

郵送し、当該施設の利用会員から調査用紙を回収

した後に返送してもらった。 

 

3．倫理的配慮 

 調査は匿名で行い、個人情報は取り扱わなかっ

た。 

 

4．調査内容 

 アンケート調査用紙には性別、年代、治療中の

病気、健康増進施設の利用期間・利用頻度、健康

増進施設に対する認識、主に実施している運動種

目、体力測定、運動型健康増進施設利用の効果や

よかった事、かかりつけ医の存在、医療費控除制

度の利用、運動型健康増進施設に関する課題や希

望といった項目について多肢選択式あるいは自由
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記述形式で調査した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．調査票の回収 

 11 施設から 129 人分の調査票を回収した。 

 

2．性別・年代 

 女性 78 件、男性 49 件、不明 2 件であった。年

代は 60 歳以上が 72％を占めていた。健康増進施

設実態調査において施設利用者に 60 歳以上が占

める割有は 46％であったことから、今回の調査の

回答者は高齢の会員が多く回答していた。 

 

3．治療中の疾患 

 治療中の疾患は高血圧が最も多く、次いで脂質

異常症、運動器の疾患、糖尿病という順であった。 

 

4．施設の利用期間・利用頻度 

 ほとんどの会員が 5 年以上の利用期間であり、

週 2～3 回利用している人が最も最も多かった。 

 

5．健康増進施設であることの認識について 

 現在利用している施設が「厚生労働大臣認定健

康増進施設」あることをご存知でしたか？という

質問に対して、「知らなかった」と回答した人は

58 人（45％）であり、約半数の回答者が自分が利

用している施設が健康増進施設であると認識して

いなかった。 

 

6．利用目的 

 利用者のほとんどが運動型健康増進施設の利用

目的を「体力の維持・増進（106 人）」あるいは「健

康の維持・増進（109 人）」と回答した。一方で、

「リラックス・ストレス解消（43 人）」や「仲間

づくり（19 人）」と回答した人も少なからず存在

した。また、認知症予防（25 人）や疾病予防（37

人）といった疾病予防を目的に運動型健康増進施

設を利用すると回答した人も存在した。 

 

7．運動種目 

 運動型健康増進施設で主に実施している運動に

ついては 108 人が「装置を使った有酸素運動」と

回答した。次いで、「装置を使った筋力トレーニン

グ（82 人）」、「装置を使わない筋力トレーニング

（73 人）」であった。装置を使う使わないに関係

なく、有酸素運動と筋力トレーニングを比較する

と有酸素運動の 138 人に対して、筋力トレーニン

グは 155 人であり、筋力トレーニングを主に実施

していると回答した人が有酸素運動を主に嫉視し

ていると回答した人より多く存在した。 

 

8．体力測定 

 運動型健康増進施設でこれまでに実施したこと

がある体力測定は全身持久力測定が 54 人（42％）

で、半数以上の人が全身持久力を測定したことが

ない状況であった。実施したことがある体力測定

について実施経験者が多いものは体脂肪率測定

105 人、筋量測定 87 人、筋力測定 76 人、柔軟性

測定 69 人、バランス測定 55 人、全身持久力 54

人、柔軟性測定 46 人という順であった。また、

定期的に実施している体力測定については体脂肪

率測定 90 人、筋量測定 72 人、筋力測定 41 人と

いう順であり、定期的に実施している測定はない

と回答した人が 24 人（19％）存在した。 

 

9．施設利用の効果やよかった事 

 自由記載で調査した「健康増進施設を利用した

効果や良かった事」については、目視でキーワー

ドをカウントすると「筋力増強」や「筋量増加」、

「持久力向上」、「体力向上」などの体力の向上に

関する回答が 36 件と最も多く、次いで「体脂肪

率減少」や「体重減少」、「体重維持」などの体脂

肪率や体重に関するが 22件であった。さらに、「ス

トレス解消」などのメンタルヘル関係が 20件、「腰

痛」、「ひざ痛」、「肩こり」などの解消が 12 件と

いった回答であった。 

 

10．かかりつけ医 

 かかりつけ医については 104人が「持っている」
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と回答した。 

 

11．医療費控除制度 

 指定運動療法施設の施設利用料が医療費控除の

対象になることを知っていた回答者は 67 人であ

った。一方、指定運動療法施設の施設利用料を申

請したことがあると回答した人は 36人であった。

また、医療費控除制度を利用したことことがある

が、指定運動療法施設の施設利用料を申請したこ

とはないと回答した人は 26 人であった。 

 

12．健康増進施設に関する課題や希望 

 運動型健康増進施設に関する課題や希望につい

ては、医療費控除に関する課題や希望を記載した

人が 5 人、料金（3 人）、プログラム（3 人）、営

業時間やコマ数（3 人）、設備（2 人）、指導者（1

人）、その他（1 人）であり、医療費控除や料金に

関する課題や希望を記載した人とプログラムや営

業時間・コマ数といった運営内容に関する課題や

希望を記載した人が多く存在した。 

 

Ｄ．考察 

 

1．利用者の特性について 

 治療中の疾患について運動器の疾患が 3 番目に

多い疾患であった。このことは、60 歳以上の回答

者が全体の 72％を占めており、回答者に占める高

齢者の割合が高いということが原因のひとつであ

ると考えられるが、運動型健康増進施設が有酸素

運動を中心に実施して高血圧、糖尿病、脂質異常

症を代表とする生活習慣病を予防したり、これら

の疾患者に対する運動療法を実施する施設から、

ロコモティブシンドロームの予防や運動療法のた

めの運動プログラムを充実させる必要があると考

えられる。 

 

2．健康増進施設であることの認識について 

 回答者の 45％が自分自身が利用している施設

が健康増進施設であることを認識していなかった

ということは、健康増進施設認定制度の周知が必

要であるという健康増進施設実態調査の結果やヒ

アリング調査の結果と合致する回答であり、健康

増進施設認定制度の大きな課題であると考えられ

る。 

 

3．利用目的と実施している運動種目・体力測定

について 

 利用目的については、体力の維持や健康増進、

あるいは疾病予防と回答する人が多かった一方で、

ストレス解消（43 人）や仲間づくり（19 人）と

回答する人も少なからず存在し、運動型健康増進

施設の役割や運動プログラムをリラクゼーション

や仲間づくりの視点をもって改善・開発する必要

があると考えらえれた。 

 実施している運動種目については装置を使わな

い有酸素運動や筋力トレーニングを実施している

と回答した人が多く存在し、限られたスペースで

も運動プログラムによっては実施が可能であるこ

とを示唆している。また、主に実施している運動

が有酸素運動より筋力トレーニングが多かったこ

とから、筋力トレーニングのプログラムを充実さ

せることを検討する必要があると考えられた。 

 体力測定項目については簡便に実施できる体脂

肪率や体脂肪率の測定と同時に測滴できる筋量測

定が数多く実施されている傾向にあった。この背

景には運動型健康増進施設がどのような測定装置

を保有しているか、あるいはどのような測定装置

が容易に入手できるかという課題があると考えら

れ、全身持久力や筋力を安価で容易に測定できる

装置の開発が望まれる。 

 

4．健康増進施設の効果について 

 上述した利用目的と同様に、運動型健康増進施

設の効果についてもストレス解消などのメンタル

ヘルスに関する効果を記述している人が少なから

ず存在した。また、痛みに関する効果を記述して

いる人もおり、リラクゼーションやロコモティブ

シンドローム対策のプログラムを充実させること

が重要であると考えられた。 
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5．医療費控除制度について 

 医療費控除制度を知らない利用者に医療費控除

制度について周知するとともに、医療費控除制度

を現状よりさらに使用しやすい仕組みにすること

が重要であると考えられる。 

 

6．健康増進施設に対するの課題や希望について 

 医療費控除に関する課題や希望を記載した人が

最も多く、運動型健康増進施設のみならず施設の

利用者にとっても医療費控除制度の改善が課題で

あると考えられた。今回の報告書では医療費控除

制度の改善にむけた提案を行っており、提案内容

を踏まえた改善が望まれる。 

 

Ｅ．結論 

 運動型健康増進施設利用者に対する利用実態調

査や希望調査は、運動型健康増進施設を対象に実

施した実態調査と同様に、健康増進施設認定制度

の周知や、医療費控除制度の改善が課題であるこ

とが明らかになった。また、運動型健康増進施設

で実施する運動プログラムは利用者の実態や希望

に対応して、筋力トレーニングやリラクゼーショ

ン、あるいは仲間づくりといった視点を持って新

たな運動プログラムを開発することが望ましいと

考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 

 

 

 


